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≪施設サービスに関する重要な事項≫ 
 

１ 施設サービスを提供する事業者 

 

事  業  者 医療法人芙蓉会 

代 表 者 氏 名 理事長 保坂 嘉之 

所  在  地 山梨県富士吉田市下吉田5-25-20 

連  絡  先 （TEL） 0555-22-5070 （FAX） 0555-22-8024   

 

２ 施設サービスを提供する施設 

 

（１）施設の名称等 

施 設 の 名 称 介護老人保健施設いちのみやケアセンター 

施 設 所 在 地 山梨県笛吹市一宮町竹原田1255-1 

管   理   者 管理者（施設長）  保坂 優子 

連   絡   先 （TEL） 0553-47-4811 （FAX） 0553-47-4815   

介護保険事業者番号 １９５０５８００１７ 

入   所  定  員 １００人 

 

（２）施設サービスの目的および運営方針 

目  的 

介護老人保健施設は、看護、医学的管理の下での介護や機能訓練、その

他必要な医療と日常生活上のお世話などの介護保健施設サービスを提供す

ることで、利用者の能力に応じた日常生活を営むことができるようにし、

１日でも早く家庭での生活に戻ることができるように支援すること、ま

た、利用者の方が居宅での生活を１日でも長く継続できるよう入所、短期

入所療養介護（介護予防短期入所療養介護）や通所リハビリテーション

（介護予防通所リハビリテーション）といったサービスを提供し、在宅ケ

アを支援することを目的とした施設です。 

運営方針 

１． 利用者の意思および人格を尊重し、常に利用者の立場に立った施設サ

ービスの提供に努めます。 

２． 明るく家庭的な雰囲気を有し、地域と家庭との結びつきを重視しま

す。 

３． 居宅介護支援事業者、居宅サービス事業者、ほかの介護保険施設およびそ

の他の保健医療サービス・福祉サービスを提供する者との密接な連携を行

うよう努めます。 

４． 施設サービスの目的の達成のため、職員の熱意と資質の向上を図るよう努

めます。 
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３ 施設の職員体制等 

（１） 施設の配置職員              （実配置人員：令和８年６月１日現在） 

 

（２）職員の勤務体制 

従業員の職種 勤務体制 従業員の職種 勤務体制 

医 師 日勤  8:30∼17:30 
支援相談員 

理学療法士 

作業療法士 

言語聴覚士 

管理栄養士 

介護支援専門員 

日勤  8:30∼17:30 看護職員 

介護職員 

交代勤務 

日勤Ａ 8:00∼17:00 

日勤Ｂ 8:30∼17:30 

日勤Ｃ 9:00∼18:00 

夜勤  16:30∼9:30 

 

 

職 種 
基準 

人員 

実配置 

人員 
職 務 内 容 

医 師 1 １ 利用者の健康管理および医療の措置を講じる。 

看護職員 10 10 
管理者の指示のもとに、利用者の保健衛生・看護業務を行

う。 

介護職員 27 34 
管理者の指示のもとに、利用者の日常生活全般にわたる介

護業務を行う 

理学療法士 

作業療法士 

言語聴覚士 

1 ７ 
管理者の指示のもとに、利用者に対し機能訓練･指導等の

業務を行う。 

介護支援専門

員 
1 １ 

利用者の施設サービス計画を作成し、説明、同意のうえ交

付を行う。 

支援相談員 1 ３ 
管理者の指示のもとに、利用者等に対し支援相談の業務を

行う。 

栄養士 1 １ 
管理者の指示のもとに、利用者等の食事献立に関するこ

と、および栄養指導ならびに栄養管理業務を行う。 

事務職員 適当数 ３ 
管理者の指示のもとに、事業の運営事務および施設の維持

管理業務を行う。 

調理員 適当数 ７ 調理業務 
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４ 非常災害時の対策 

（1） 非常時の対応として当施設の消防計画および防災マニュアルにより対応します。 

（2） 防災訓練は、当施設の消防計画により、昼間と夜間を想定した避難・防災訓練を年２回

以上実施します。 

（3） 防災設備 

 

・避難階段    2 ヵ所  ・防火・防排煙設備    あり 

・スプリンクラー設備     あり   ・自動火災報知器     あり 

・火災通報装置     あり  ・非常電源設備     あり 

・非常警報装置       あり            ・避難器具（すべり台）  1ヶ所 

・ガス漏れ火災警報器    あり   ・誘導灯及び誘導標識      21ヵ所 

・漏電警報装置       あり   ・カーテン等は防炎加工商品を使用 

５ 施設サービスを受けることのできる方 

（1） 介護保険法に基づく被保険者証を有し、要介護（介護予防短期入所療養介護にあっては

要支援）と認定された方、および、生活保護法による施設介護に係る介護扶助を受ける

ことができる方 

（2） 病状が安定し、看護・医学的管理下での介護および機能訓練その他必要な医療等が必要

な方 

（3） 施設内において集団生活が可能な方 

（4） 入所中において介護者等の協力が得られる方 

（5） 退所後において介護者等の協力により居宅生活への復帰を目指す方 

 

６ 短期入所療養介護（介護予防短期入所療養介護）の概要 

短期入所療養介護（介護予防短期入所療養介護）は、要介護者（介護予防短期入所療養介護

にあっては要支援者）の家庭等での生活を継続させるために立案された居宅サービス計画に基

づき、当施設を一定期間ご利用いただき、看護、医学管理の下における介護及び機能訓練その

他必要な医療並びに日常生活上の世話を行い、利用者の療養生活の質の向上および利用者のご

家族の身体的及び精神的負担の軽減を図るため提供されます。 

このサービスを提供するにあたっては、利用者に関わるあらゆる職種の職員の協議によっ

て、短期入所療養介護（介護予防短期入所療養介護）計画が作成されますが、その際、利用

者・利用者の後見人、利用者の家族、身元引受人等の希望を十分に取り入れ、また、計画の内

容については同意をいただくようになります。 

 

７ 入所中の療養等 

（1） 入所中の療養は、在宅ケアマネジャーの作成した居宅サービス計画書に基づき行います。 

（2） 入浴は、1週間に2回以上とし、その他必要な場合は適宜清拭を行います。 

（3） 利用者の衣服の洗濯は、原則として施設から委託業者への依頼となります。 

（4） おむつの必要な方は、施設において用意いたします。 
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（5） 褥瘡の発生を予防するための適切な介護を行います。 

（6） 配膳をする時間は、特別な理由がない限り、次のとおりといたします。 

朝食―8 時  昼食―12 時  おやつ―15 時  夕食―18 時 

（7） 家族等の面会時間は１０時から１９時までとなっております。面会時間以外でのご来所

は、他の利用者の就寝時間等を考慮し、ご遠慮くださいますようお願いいたします。 

８ 退 所 

次のいずれかに該当する場合は、退所となります。 

（1） 利用者または家族等が、退所を決めた場合 

（2） 利用者が要介護認定において自立と判定された場合 

（3） 利用者の居宅サービス（介護予防サービス）計画が作成されている場合には、その計画

で定められた当該利用日数を満了した場合 

（4） 利用者またはその家族が、利用料金を支払期日から2カ月以上遅延し、さらに支払いの督

促から14日以内に支払いがない場合 

（5） その他やむを得ない事情により施設利用が困難となった場合 

 

９ 利用料金 

（１）短期入所療養介護の基本料金 

① 施設利用料（要介護認定による要介護の程度によって利用料が異なります。以下は１日あ

たりの自己負担分です) 

 

【基本型】 

 日 額（個室） 日 額（二人部屋・多床室） 

要介護１ 753円   830円 

要介護２ 801円   880円 

要介護３ 864円   944円 

要介護４ 918円   997円 

要介護５ 971円 1,052円 
 

【在宅強化型】 

 日 額（個室） 日 額（二人部屋・多床室） 

要介護１  819円    902円 

要介護２  893円    979円 

要介護３  958円   1,044円 

要介護４ 1,017円   1,102円 

要介護５ 1,074円  1,161円 
 

② 送迎代（入所及び退所の際、ご自宅までの送迎を行なった場合）片道につき１８４円 

③ 療養食（疾病治療用の食事）の提供： １回あたり８円 

④ ご利用者の容体が急変した場合等緊急時に所定の対応を行なった場合は､別途料金をいた

だきます｡ 

⑤ その他、当施設で実施している加算については、別紙１-1（加算一覧表）を御覧くださ

い。 

 

 



5  

（２）介護予防短期入所療養介護の基本料金 

① 施設利用料（要介護認定による要支援の程度によって利用料が異なります。以下は１日当

たりの自己負担分です） 

 

【基本型】 

 日 額（個室） 日 額（二人部屋・多床室） 

要支援１ 579円 613円 

要支援２ 726円 774円 
 

【在宅強化型】 

 日 額（個室） 日 額（二人部屋・多床室） 

要支援１ 632円 672円 

要支援２ 778円 834円 
 

② 送迎代（入所及び退所の際、ご自宅までの送迎を行なった場合）片道につき１８４円 

③ 療養食（疾病治療用の食事）の提供： １回あたり８円 

④ ご利用者の容体が急変した場合等緊急時に所定の対応を行なった場合は､別途料金をいた

だきます｡ 

⑤ その他、当施設で実施している加算については、別紙１-2（加算一覧表）を御覧くださ

い。 

 

（３）その他の料金 

 ①食費 

内 容 日 額 朝 食 昼 食 夕 食 

食 費 
2,320 

円 
660円 780円 880円 

 ＊ただし、食費について負担限度額認定を受けている場合には、認定証に記載されている

食費の負担限度額が１日にお支払いいただく食費の上限となります。 

 

②滞在費（療養室の利用費） 

内 容 居 室 日 額 

滞 在 費 
従来型個室 1,728円 

多床室（2人･4人部屋）  437円 

＊ただし、滞在費について負担限度額認定を受けている場合には、認定証に記載されている

滞在費の負担限度額が１日にお支払いいただく滞在費の上限となります。 

＊上記①「食費」及び②「滞在費」において、国が定める負担限度額段階（第１段階から 

第３段階まで）の利用者の自己負担額については、別紙２（利用者負担説明書）をご覧くだ

さい。 

 

③ 利用者が選定する特別な療養室料 

内 容 居 室 日 額 

療養室料 
個  室  500円 

２ 人 室  250円 
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④ 日常諸費用 

内 容 適 用 費用 

日常生活品費 
石鹸、シャンプー、バスタオル、おしぼり等の費用。施設で用
意するものを使用した場合にお支払いいただきます。 

 300円/日 

教養娯楽費 
クラブやレクリエーションで使用する、折り紙、粘土等の材料
や使用する道具の費用。施設で用意するものを使用した場合に
お支払いいただきます。 

250円/日 

理美容代 理美容をご利用の場合にお支払いいただきます。＊ 
カット 

2,200円/
回 

私物の洗濯代 私物の洗濯を施設に依頼される場合にお支払いいただきます。 600円/回 

おやつ代 おやつを召し上がった場合にお支払いいただきます。 150円/日 

電気代 電気器具をお持込いただいた場合、一台毎にいただきます。＊＊ 50円/日 

レンタル料 テレビレンタルをご利用の場合にお支払いいただきます。 100円/日 

＊→その他のオーダーについては別途料金がかかります 

＊＊→テレビ、携帯電話、電気カミソリ、電気毛布、電気あんか等 

 

 ※診断書料･･･診断書が必要な場合は別途料金がかかります 

 

（４）支払方法   

・毎月１０日までに、前月分の請求書を発行しますので、その月の２０日までにお支払いくださ

い。お支払いいただきますと領収書を発行いたします。 

・お支払い方法は、現金、銀行振込、銀行口座振替の３方法があります。利用契約時にお選びく

ださい。 

・なお、振込・口座振替の場合は利用者名でお願いします。 
１０ 身体の拘束等 

 当施設は、原則として利用者に対し身体拘束を行いません。但し、自傷他害の恐れがある等緊急や

むを得ない場合は、施設管理者又は施設長が判断し、身体拘束その他利用者の行動を制限する行為を

行うことがあります。この場合には、当施設の医師がその様態及び時間、その際の利用者の心身の状

況、緊急やむを得なかった理由を診療録に記載することとします。 

 

１１ 虐待の防止等 
当施設は、利用者の人権の擁護、虐待の発生又はその再発防止を図るため、虐待を防止のための委

員会を定期的に開催するとともに、その結果について職員に周知徹底を図ります。また虐待体防止の

ための指針を整備し、定期的な研修を行います。 

またこれらの措置を適切に実施するための担当者を置きます。 

 

１２ 褥瘡対策等 
当施設は、利用者に対し良質なサービスを提供する取り組みのひとつとして、褥瘡が発生しない

ような適切な介護に努めるとともに、褥瘡対策指針を定め、その発生を防止するための体制を整備

します。 

 

１３ 秘密の保持及び個人情報の保護 

 当施設とその職員は、当法人の個人情報保護方針に基づき、業務上知り得た利用者、身元引受人又

は利用者若しくは身元引受人の親族に関する個人情報の利用目的を別紙３のとおり定め、適切に取り

扱います。また正当な理由なく第三者に漏らしません。但し、例外として次の各号については、法令

上、介護関係事業者が行うべき義務として明記されていることから、情報提供を行なうこととします。 

① サービス提供困難時の事業者間の連絡、紹介等 
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② 居宅介護支援事業所（地域包括支援センター〔介護予防支援事業所〕）等との連携 

③ 利用者が偽りその他不正な行為によって保険給付を受けている場合等の市町村への通知 

④ 利用者に病状の急変が生じた場合等の主治医への連絡等 

⑤ 生命・身体の保護のため必要な場合（災害時において安否確認情報を行政に提供する場合

等） 

 

１４ 医療機関への受診および緊急時の対応 
 当施設は、利用者に対し、施設医師の医学的判断により対診が必要と認める場合、協力医療機関又

は協力歯科医療機関での診療を依頼することがあります。また、利用者に対し、当施設における介護

保健施設サービスでの対応が困難な状態、又は、専門的な医学的対応が必要と判断した場合、他の専

門的機関を紹介します。協力病院等への受診および入所利用中に心身の状態が急変した場合、必ず｢緊

急時の連絡者｣にご連絡いたします。 

 

 

「協力医療機関」 

医療機関名 住所・電話番号・診療科目 

医療法人桃花会  

一宮温泉病院 

住所・電話番号 
山梨県笛吹市一宮町坪井1745 

（電話）0553-47-3131 

診療科目 
内科、循環器、消化器、糖尿病・代謝 

整形外科、外科、小児科、歯科等 

医療法人社団協友会  

笛吹中央病院 

住所・電話番号 
山梨県笛吹市石和町四日市場47-1 

（電話）055-262-2185 

診療科目 
内科、外科、脳神経外科、整形外科 

麻酔科、眼科、小児科等 

社会医療法人加納岩  

加納岩総合病院 

住所・電話番号 
山梨県山梨市上神内川1309 

（電話）0553-22.2511 

診療科目 

外科・消化器外科、整形外科、脳神経外科 

形成外科、皮膚科、眼科、耳鼻科、泌尿器科 

内科、神経内科、婦人科等 

医療法人社団 桜栄会 

甲府デンタルクリニック 

住所・電話番号 
山梨県甲府市北口1-2-14 

（電話）055-220-3333 

診療科目 

虫歯治療（一般歯科）、小児歯科、セラミッ

ク治療・ホワイトニング、歯周病治療、定期

検診・予防歯科、入れ歯（義歯）、親知らず

の抜歯、歯ぎしり・食いしばり治療、スポー

ツマウスガード、訪問歯科診療 

 

１５ 施設サービスに関する要望または苦情の申し出 

利用者およびその家族等は、当施設が提供する施設サービスに対しての要望または苦情につい

て、当施設に申し出ることができます。 

また、利用者がお住まいの市区町村の役所（役場）の介護保険課および山梨県国民健康保険団

体連合会に申し出ることもできます。 

【事業所の窓口】 

いちのみやケアセンター 

（担当：支援相談員） 

所在地 笛吹市一宮町竹原田1255-1 

電話番号 0553-47-4811    FAX 0553-47-4815 

受付時間 平日の ８：４５～１７：１５ 

【笛吹市の窓口】 

笛吹市保健福祉部介護保険課 

所在地 山梨県笛吹市石和町市部777 

電話番号 055-262-4111（代） FAX 055-262-4115 

受付時間 平日の ９：００～１６：００ 
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１６ 事故発生の防止および事故発生時の対応について 

当事業所が利用者に対して行う施設サービスの提供により、事故が発生した場合には、速やか

に利用者の家族、市町村等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じます。また、事故が発生し

た場合またはそれにいたる危険性がある事態については、その分析を行い、改善策を講じるとと

もに、定期的な研修などを通じて職員に徹底を図るなど再発の防止に努めます。 

 

【市町村等への連絡】 笛吹市保険福祉部介護保険課 

笛吹市石和町市部777    055-262-4111(代) 

 

 

 

１７ 賠償責任 

（１） 当事業所の責めに帰すべき事由により、賠償すべき事故が発生した場合には、利用者

に対してその損害を賠償します。 

（２） 利用者の責めに帰すべき事由により、当施設が損害を被った場合には利用者および利

用者の家族等にその損害を賠償していただきます。 

 

１８ その他 

当事業所が利用者に対して行う施設サービスの提供に関する、上記以外の内容詳細につきまし

ては、別途お渡ししている「介護老人保健施設いちのみやケアセンター 短期入所療養介護（介

護予防短期入所療養介護）利用約款」の各条項をお読みください。 

【公的団体の窓口】 

山梨県国民健康保険団体連合会 

所在地 山梨県甲府市蓬沢一丁目15番35号(自治会館4階)  

電話番号 055-223-2111 

受付時間 平日の ９：００～１６：００ 
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別紙１-1 いちのみやケアセンターの短期入所療養介護で行うサービスに関わる加算額表 

  （下表の加算金額は標準（1割負担）のみを表示しています） 

加算項目 要件（概要） 加算額 単位 

夜勤職員配置加算 
利用者20名につき1名以上の夜勤者を配置し

た場合 
 24円 1日につき 

個別ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ実

施加算 

個別ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ計画書を作成し、専門職が概

ね20分以上の個別ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝを行う 
240円 1日につき 

認知症行動・心理

症状緊急対応加算 

緊急入所であって、認知症による行動・心理

症状がある（入所後７日間を限度） 
200円 1日につき 

緊急短期入所受入

加算 

ケアプランでの利用計画のない利用者を緊急

に受け入れた場合（7-14日を限度） 
 90円 1日につき 

重度療養管理加算 
要介護４・５で重度の医学的管理を要する利

用者を計画的に受け入れ、処置を行う 
120円 1日につき 

在宅復帰・在宅療

養支援機能加算Ⅰ 
加算型施設、入所期間中  51円 1日につき 

在宅復帰・在宅療

養支援機能加算Ⅱ 
強化型施設、入所期間中 51円 1日につき 

送迎加算 
利用者やご家族の状況で、必要な利用者に対

して送迎を行う場合 
184円 片道につき 

総合医学管理加算  
かかりつけ医と連携し、治療計画に基づいて

治療管理を行い、記録する 
275円 1日につき 

口腔連携強化加算 
利用者の口腔の健康状態を評価し、それを医

療機関及び介護支援専門員に情報提供する 
  50円 1月につき 

療養食加算 
栄養士による適切な栄養管理や療養食を提供

した場合（1日3回まで） 
  8円 1回につき 

緊急時治療管理 
救急救命医療が必要となった場合に行う応急

的な治療（１月に3日を限度） 
518円 1日につき 

特定治療 
老健でやむを得ない事情で行われる治療（リ

ハ、処置、手術、麻酔）等 
老人医科診療報酬点数表による 

生産性向上推進体

制加算Ⅰ 

業務改善活動を行い成果が確認され、見守り

機器等のﾃｸﾉﾛｼﾞｰを複数導入している 
★100円 1月につき 

生産性向上推進体

制加算Ⅱ 

業務改善活動を行い、見守り機器等のﾃｸﾉﾛｼﾞ

ｰを導入している 
★10円 1月につき 

サービス提供体制

強化加算Ⅰ 

介護福祉士80％以上 

又は勤続10年以上介護福祉士35％以上 
★22円 1日につき 

サービス提供体制

強化加算Ⅱ 
介護福祉士60%以上 ★18円 1日につき 

サービス提供体制

強化加算Ⅲ 

介護福祉士50％以上 

又は常勤職員75％以上 

又は勤続7年以上30％以上 

★6円 1日につき 

高齢者施設等感染

対策向上加算Ⅰ 

第二種協定指定医療機関との間で体制を確保

し新興感染症等の発生時の対応を取り決め、

かつ年に一回以上感染症対策の研修･訓練に

参加している 

10円 1月につき 

高齢者施設等感染

対策向上加算Ⅱ 

診療報酬上の感染対策向上加算の届出を行っ

た医療機関から3年に1回以上実地指導をうけ

ている 

 

5円 1月につき 



10  

新興感染症等施設

療養費 

厚生労働大臣定める感染症に感染した場合

に、相談対応、診療、入院調整等行う医療機

関を確保し、かつ適切な感染対策を行った場

合 

240円 
1日につき 
連続5日限度 

介護職員等処遇改善加算Ⅰイ ★月の総単位数✕9.0％ 

介護職員等処遇改善加算Ⅰロ ★月の総単位数✕9.7％ 

介護職員等処遇改善加算Ⅱイ ★月の総単位数✕8.6％ 

介護職員等処遇改善加算Ⅱロ ★月の総単位数✕9.3％ 

＊上記の金額は、厚生労働省の告示に基づきます。 

＊保険請求の算定上、誤差が生じることがあります。 

＊サービス提供体制強化加算は、厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道府県

知事に届け出た介護老人保健施設が、利用者に対し、サービスを行った場合に算定します。 

＊★マークは同名加算項目内で加算額の併算不可を示しています。 

＊利用者負担が2割・3割の方の料金は、加算額金額の2倍、または3倍となります。 

＊介護職員等処遇改善加算は、介護職員に対する処遇改善に重点を置きながら職員全体に対して

ベースアップをはかり国の平均所得に近づけるための加算で、月の総単位数に定められた加算

率を掛けた金額に対する自己負担割合分をご負担いただきます。 

 

 

＊(利用料について、事業者が法定代理受領を行わない場合）上記に係る利用料は、全額をいった

んお支払いただきます。この場合、サービス提供にかかる証明書類を交付しますので、｢領収

書｣を添えてお住まいの市町村に居宅介護サービス費の支給（利用者負担額を除く）申請を行っ

てください。 
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別紙１-2 いちのみやケアセンターの介護予防短期入所療養介護で行うサービスに関わる加算額

表 

  （下表の加算金額は標準（1割負担）のみを表示しています） 

加算項目 要件（概要） 加算額 単位 

夜勤職員配置加算 
利用者20名につき1名以上の夜勤者を配置し

た場合 
 24円 1日につき 

個別ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ実

施加算 

個別ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ計画書を作成し、専門職が概

ね20分以上の個別ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝを行う 
240円 1回につき 

認知症行動心理症

状緊急対応加算 

緊急入所であって、認知症による行動・心理

症状がある（入所後７日間を限度） 
200円 1日につき 

在宅復帰・在宅療

養支援機能加算Ⅰ 
加算型施設、入所期間中  51円 1日につき 

在宅復帰・在宅療

養支援機能加算Ⅱ 
強化型施設、入所期間中  51円 1日につき 

送迎加算 
利用者やご家族の状況で、必要な利用者に対

して送迎を行う場合 
184円 片道につき 

総合医学管理加算  
かかりつけ医と連携し、治療計画に基づいて

治療管理を行い、記録する 
275円 1日につき 

口腔連携強化加算 
利用者の口腔の健康状態を評価し、それを医

療機関及び介護支援専門員に情報提供する 
  50円 1月につき 

療養食加算 
栄養士による適切な栄養管理や療養食を提供

した場合（1日3回まで） 
  8円 1回につき 

緊急時治療管理 
救急救命医療が必要となった場合に行う応急

的な治療（１月に3日を限度） 
518円 1日につき 

特定治療 
老健でやむを得ない事情で行われる治療（リ

ハ、処置、手術、麻酔）等 
老人医科診療報酬点数表による 

生産性向上推進体

制加算Ⅰ 

業務改善活動を行い成果が確認され、見守り

機器等のﾃｸﾉﾛｼﾞｰを複数導入している 
★100円 1月につき 

生産性向上推進体

制加算Ⅱ 

業務改善活動を行い、見守り機器等のﾃｸﾉﾛｼﾞ

ｰを導入している 
★10円 1月につき 

サービス提供体制

強化加算Ⅰ 

介護福祉士80％以上 

又は勤続10年以上介護福祉士35％以上 
★22円 1日につき 

サービス提供体制

強化加算Ⅱ 
介護福祉士60%以上 ★18円 1日につき 

サービス提供体制

強化加算Ⅲ 

介護福祉士50％以上又は常勤職員75％以上 

又は勤続7年以上30％以上 
★6円 1日につき 

高齢者施設等感染

対策向上加算Ⅰ 

第二種協定指定医療機関との間で体制を確保

し新興感染症等の発生時の対応を取り決め、

かつ年に一回以上感染症対策の研修･訓練に

参加している 

10円 1月につき 

高齢者施設等感染

対策向上加算Ⅱ 

診療報酬上の感染対策向上加算の届出を行っ

た医療機関から3年に1回以上実地指導をうけ

ている 

5円 1月につき 

新興感染症等施設

療養費 

厚生労働大臣定める感染症に感染した場合

に、相談対応、診療、入院調整等行う医療機

関を確保し、かつ適切な感染対策を行った場

合 

 

240円 
1日につき 
連続5日限度 
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介護職員等処遇改善加算Ⅰイ ★月の総単位数✕9.0％ 

介護職員等処遇改善加算Ⅰロ ★月の総単位数✕9.7％ 

介護職員等処遇改善加算Ⅱイ ★月の総単位数✕8.6％ 

介護職員等処遇改善加算Ⅱロ ★月の総単位数✕9.3％ 

＊上記の金額は、厚生労働省の告示に基づきます。 

＊保険請求の算定上、誤差が生じることがあります。 

＊サービス提供体制強化加算は、厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道府県

知事に届け出た介護老人保健施設が、利用者に対し、サービスを行った場合に算定します。 

＊★マークは同名加算項目内で加算額の併算不可を示しています。 

＊利用者負担が2割・3割の方の料金は、加算額金額の2倍、または3倍となります。 

＊介護職員等処遇改善加算は、介護職員に対する処遇改善に重点を置きながら職員全体に対して

ベースアップをはかり国の平均所得に近づけるための加算で、月の総単位数に定められた加算

率を掛けた金額に対する自己負担割合分をご負担いただきます。 

 

＊(利用料について、事業者が法定代理受領を行わない場合）上記に係る利用料は、全額をいった

んお支払いただきます。この場合、サービス提供にかかる証明書類を交付しますので、｢領収

書｣を添えてお住まいの市町村に居宅介護サービス費の支給（利用者負担額を除く）申請を行っ

てください。 

 



 

別紙２（利用者負担説明書）【短期入所（予防短期入所）サービス】 

 

「国が定める利用者負担限度額段階（第１～３段階）」 
に該当する利用者等の負担額 

○ 利用者負担は、所得などの状況から第１～第４段階に分けられ、国が定める第１～第３段階の利用者には

負担軽減策が設けられています。 

 

○ 利用者が「利用者負担」のどの段階に該当するかは市町村が決定します。第１～第３段階の認定を受けるに

は、利用者ご本人（あるいは代理人の方）が、ご本人の住所地の市町村に申請し、市町村より「介護保険負担

限度額認定証」を受ける必要があります。この利用者負担段階について介護老人保健施設が判断・決定する

ことはできません。また、「認定証」の提示がないと、いったん「第４段階」の利用料をお支払いいただくことになりま

す。（「認定証」発行後、過払い分が「償還払い」される場合があります） 

 

○ 利用者負担第１・第２・第３段階に該当する利用者とは、おおまかには、介護保険料段階の第１・第２・第３

段階にある次のような方です。 

【利用者負担第１段階】 

   生活保護を受けておられる方、又は所属する世帯全員が市町村民税非課税で老齢福祉年金を受けておら

れる方 

【利用者負担第２段階】 

   世帯の全員が市区町村民税を課税されていない方で、前年の合計所得金額と公的年金等収入額の合計

が年間80 万円以下の方 

【利用者負担第３段階】 

   ①世帯の全員が市区町村民税を課税されていない方で、前年の合計所得金額と公的年金等収入額の合

計が年間80 万円超で120万円以下の方 

   ②世帯の全員が市区町村民税を課税されていない方で、前年の合計所得金額と公的年金等収入額の合

計が年間120 万円超の方 

  

○ 利用者負担第４段階の利用者の方であっても高齢者二人暮らし世帯などで、お一人が施設に入所しその利

用料を負担すると、ご自宅で暮らす方の生活が困難になると市町村が認めた方は、「利用者負担第３段階」の

利用料負担となります。 

 

○ その他詳細については、市町村窓口でおたずね下さい。 

 

負担額一覧表（１日当たりの利用料） 

  食 費 

利用する療養室のタイプ 

ユニット型個室 
ユニット型準個室 

多床室 
従来型個室 

利用者負担第１段階  ３００ 
  ８８０   ５５０ 

０ 

利用者負担第２段階  ６００ 

４３０ 利用者負担第３段階① １０００ 
１，３７０ １，３７０ 

利用者負担第３段階② １３００ 

※上記表中は、負担上限額にて記載しておりますが、低い額を設定する場合、その額を記入して下さい。 



 

別紙３ 

個人情報の利用目的 
（令和８年６月１日） 

 

介護老人保健施設いちのみやケアセンターでは、利用者の尊厳を守り安全に配慮する施設理念の

下、お預かりしている個人情報について、利用目的を以下のとおり定めます。 

 

 

【利用者への介護サービスの提供に必要な利用目的】 

〔介護老人保健施設内部での利用目的〕 

・当施設が利用者等に提供する介護サービス 

・介護保険事務 

・介護サービスの利用者に係る当施設の管理運営業務のうち 

－入退所等の管理 

－会計・経理 

－事故等の報告 

－当該利用者の介護・医療サービスの向上 

〔他の事業者等への情報提供を伴う利用目的〕 

・当施設が利用者等に提供する介護サービスのうち 

－利用者に居宅サービスを提供する他の居宅サービス事業者や居宅介護支 

援事業所等との連携（サービス担当者会議等）、 照会への回答 

－利用者の診療等に当たり、外部の医師等の意見・助言を求める場合 

－検体検査業務の委託その他の業務委託 

－家族等への心身の状況説明 

・介護保険事務のうち 

－保険事務の委託 

－審査支払機関へのレセプトの提出 

－審査支払機関又は保険者からの照会への回答 

・損害賠償保険などに係る保険会社等への相談又は届出等 

 

【上記以外の利用目的】 

〔当施設の内部での利用に係る利用目的〕 

・当施設の管理運営業務のうち 

－医療・介護サービスや業務の維持・改善のための基礎資料 

－当施設において行われる学生の実習への協力 

－当施設において行われる事例研究 

〔他の事業者等への情報提供に係る利用目的〕 

・当施設の管理運営業務のうち 

－外部監査機関への情報提供 

 

 
 


